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平成14年８月26日 

株式会社     

名古屋証券取引所 

上場監理グループ 

新 規 上 場 会 社 概 要 

会 社 名 新 日 鉱 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 
（英 訳 名 ＮＩＰＰＯＮ ＭＩＮＩＮＧ ＨＯＬＤＩＮＧＳ，ＩＮＣ．） 

 

(注)新規上場会社（以下「同社」という。）は、㈱ジャパンエナジー及び日鉱金属㈱の２社（以下「両社」

という。）が共同で商法第364条に定める株式移転により設立する完全親会社であり、本資料の公表

日において同社は設立されていないことから、本資料では、同社の会社設立日である平成14年９月27

日現在の状況について予定又は見込みにより記載している。 

 

代表者の役職氏名 代表取締役社長  野見山 昭彦 

本 店 所 在 地 〒105-0001 東京都港区虎ノ門二丁目10番１号  TEL 未定 

(最寄りの連絡場所) 同 上 

(完全子会社の連絡先) ㈱ジャパンエナジー TEL(03)5573-6085 

 日 鉱 金 属 ㈱ TEL(03)5573-7257 

Ｕ Ｒ Ｌ （未定） 

設 立 年 月 日 平成14年９月27日（予定） 

事 業 の 内 容 石油製品、非鉄金属製品及び電子材料の製造・販売等を行う子会社の経営管理等 

業種別分類・コード 石油・石炭製品・５０１６ （新証券コード(ISIN) JP3379550001） 

株 式 の 総 数 （平成14年９月27日予定） 

発行済株式総数 ８４８，４６２，００２株 

資本組入総額 ４００億円 

 

新規上場有価証券 （上場予定日  平成14年９月26日（売買開始日 平成14年９月26日）） 

銘  柄 種類 発行数 １単元の
株式の数 

備  考 

新日鉱ホールディングス㈱ 株式 普通株式 
株 

848,462,002  
500株 

株式移転期日 
平14.９.26(予定) 

(注)１．授権株式数 3,000,000,000株 
２．「株式等の保管振替制度」を利用する両社の株主は、平成14年９月26日から売却が可能となる。
また、「株式等の保管振替制度」を利用しない両社の株主は、同社が平成14年11月25日発送予定の
新株券到着後に売却が可能となる 

 

（参考）株式移転比率 

両社それぞれの普通株式１株に対して割り当てられる新規上場会社の普通株式の比率は以下のとおり。 

会社名 ㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝｴﾅｼﾞｰ 日鉱金属㈱ 

株式移転比率 ０．５ １．２７ 
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公 募 ・ 売 出 し  な し 

既 上 場 取 引 所  な し（株式移転により、完全子会社となる㈱ジャパンエナジーの当取引所にお

ける上場期間） 

 上場日 上場廃止日（予定） 

㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝｴﾅｼﾞｰ 昭和24年５月16日 平成14年９月19日 

(注)売買最終日は、平成14年９月18日 

 

同時上場取引所 東京証券取引所、大阪証券取引所 

 

Ⅰ．会 社 の 概 況 

１．役員の状況 

(1) 代表者の略歴 

役 職 名 氏   名 
（生年月日） 

略     歴 

代表取締役社長 野見山
の み や ま

 昭彦
あきひこ

 
(昭和９年６月15日生) 

昭和32年４月 日本鉱業㈱（現㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝｴﾅｼﾞｰ）入社 
昭和59年６月 同社取締役 
       同社石油事業本部副本部長 
平成元年６月 同社常務取締役 
平成４年12月 同社企画本部長 
平成６年６月 同社専務取締役 
       同社東京支店長 
平成８年６月 同社代表取締役社長 
平成12年６月 同社代表取締役取締役会長兼社長 
平成14年４月 同社代表取締役取締役会長 

（平成14年９月退任予定） 
平成14年９月 新日鉱ホールディングス㈱代表取締役社長

（予定） 

(2) その他の役員の役職・氏名 

（代表取締役取締役会長） 坂本  卓  

（取 締 役） 松下 功夫、久留嶋 毅、井上  武 、木原  徹 、伊藤 文雄 

          高萩 光紀、大木 和雄、岡田 昌徳 

（監 査 役） 山本 喜朗、辻   剛、小林 壯太、渕田 隆昭 

 

２．会社の沿革 

年月 主 な 沿 革 

平13.11 
 

14.４ 

14.５ 
 

14.６ 
 

14.９ 
（予定）

両社は、株主総会の承認と関係当局の認可を前提として、共同で持株会社を設立すること
について基本合意。 

両社は、株式移転の主要条件等について合意。 

両社は、それぞれの定時株主総会に付議すべき株式移転に関する議案の内容を取締役会で
決定。 

両社の定時株主総会において、両社が共同で株式移転の方法により同社を設立し、両社が
その完全子会社となることについて決議。 

同社の普通株式を、東京証券取引所、大阪証券取引所及び名古屋証券取引所に上場。両社
が共同して株式移転方式により同社を設立。 
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Ⅱ．株式の状況 

１．大株主の状況（平成14年９月27日予定） 

氏名又は名称 所有株式数 
発行済株式総数 
に占める割合 

氏名又は名称 
所有株式

数 
発行済株式総数 
に占める割合 

 

㈱三井住友銀行 

帝 国 石 油 ㈱ 

中央三井信託銀行㈱ 

㈱損害保険ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

千株 

17,849 

14,477 

14,248 

13,993 

％ 

2.10 

1.71 

1.68 

1.65 

 

㈱ジャパンエナジー 
富 士 石 油 ㈱ 

三菱信託銀行㈱（信託口） 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱（信託口） 
㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 

ＵＦＪ信託銀行㈱ 

（信託勘定Ａ口） 
 

千株 

167,972 
51,820 

28,977 

28,579 
27,093 

20,557 

％ 

19.80 
6.11 

3.42 

3.37 
3.19 

2.42 
計 385,570 45.44 

（注）平成１４年３月３１日現在の両社の株主の状況に，株式移転による株主の異動を想定して作成して

いる。 

 

２．株式事務の概要 

(1) 決 算 期 ３月31日 

(2) 定 時 株 主 総 会 開 催 日 ６月中 

(3) 名 義 書 換 停 止 期 間 なし 

(4) 配当金交付株主確定日 ３月31日 

(注)株式移転期日(平成14年９月26日)の前日の両社最終株主名簿に記載された株主に対して、その所有

する㈱ジャパンエナジーの株式１株につき２円、日鉱金属㈱の株式１株につき５円の株式移転交付

金を、それぞれの平成15年３月期中間配当金に代えて支払う。 

ただし、この株式移転交付金の額は、業績、経済情勢の変化その他の事情に応じ、変更することがある。 

(5) 中 間 配 当 制 度 の 有 無 あり 

中間配当金交付株主確定日 ９月30日 

(6) 名 義 書 換 取 扱 場 所 中央三井信託銀行㈱ 本店 

 取 次 所中央三井信託銀行㈱ 全国各支店 

 日本証券代行㈱ 本店及び全国各支店 

 手 数 料 無料 

 

 

３．その他 

(1) 所 属 部 指 定 市場第一部 

(2) 公 告 掲 載 紙 日本経済新聞 
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Ⅲ．事業（企業集団）の概況 

１．新規上場会社及び連結子会社の状況 (平成14年９月27日予定) 

(1) 新規上場会社 新日鉱ホールディングス（株）（東京都港区） 

(2) 連結子会社 ㈱ジャパンエナジー（東京都港区）、日鉱金属㈱（東京都港区）、 

㈱日鉱マテリアルズ（東京都港区） 他 

 

２．従業員数 

(1) 連結会社 10,914人（平成14年９月27日予定） 

 (2) 新規上場会社    34人（平成14年９月27日予定） 

(注)従業員は、両社からの出向予定人数。 

 

 

（参考１）株式移転後の事業の内容 
 

別紙参照   

 

（参考２）株式移転日における予想貸借対照表（平成14年９月27日予想） （単位：億円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（負債の部） 

未払金 

 

34 

（資産の部） 

事業子会社株式 

 

2,834 

（資本の部） 

資本金 

資本準備金 

 

400 

2,400 

資産の部合計 2,834 負債・資本の部合計 2,834 

(注)１．未払金は、株式移転前の両社の最終の株主に対して支払われる株式移転交付金に充当される

ものである。 

２．資本準備金の額は、株式移転の日に両社に現存する純資産の合計額から、同社の資本金及び株式

移転交付金を控除した額となる。ただし、両社の同日の決算は確定していないため、平成14年

３月31日現在の両社の純資産合計額から利益処分による社外流出額及び同社の資本金及び株式

移転交付金を控除した金額をもって、同社の予想貸借対照表を記載している。 

 

Ⅳ．株主への利益還元方針 

同社は、健全経営の観点から内部留保の充実に意を用いつつ、安定的な配当を行うことを基本方針と

している。 
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コア 事 業 会 社 

 

 

 

 

・am/pmジャパン 

・ジｬパレン 

・ｾﾝﾄﾗﾙ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･

ｻｰﾋﾞｽ 

・その他 

 

 

 

 

 

独立事業会社 

 

 

 

 

・ﾌｧｲﾅﾝｽ関連 

・経理・人事事務関連

・環境管理関連 

・その他 

 

 

 

 

 

 

機能サポート会社 

 

 

（参考１）株式移転後の事業の内容 

同社は、石油、金属及び電子材料事業等を営む会社の株式を所有することにより、当該会社の経営管理

及びこれに付帯する業務を行う。 

 

 （組  織） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別 紙 

日鉱金属 

（金属事業） 

・日韓共同製錬 

・ﾊﾟﾝﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ 

ｶｯﾊﾟｰ 

・ﾆｯﾎﾟﾝ･ｴﾙﾋﾟｰ･ 

ﾘｿｰｼｽﾞ 

・日鉱商事 

・その他 

ｼﾞｬﾊﾟﾝｴﾅｼﾞｰ 

（石油事業） 

・鹿島石油 

・日鉱石油化学 

・JOMOﾈｯﾄ各社 

・JOMOｻﾎﾟｰﾄｼｽﾃﾑ 

・その他 

日鉱ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ 

（電子材料事業） 

・ｸﾞｰﾙﾄﾞｴﾚｸﾄﾛﾆｸ

ｽ 

・GNF ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 

・その他 

新 日 鉱 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

１．『新規上場会社の概要』は、当取引所が新規上場会社を紹介するための資料であり、

投資勧誘を目的に作成されたものではありません。 

２．新規上場会社の「上場申請のための有価証券報告書」等を当取引所総務グループ

おいて縦覧に供しております。 

３．『新規上場会社の概要』は、名証のホームページ（http://www.nse.or.jp/jn-sinki.htm）

に掲載しております。 

 

なお、内容等に関するお問い合わせは、 

株式会社 名古屋証券取引所 上場監理グループ 

ＴＥＬ ０５２－２６２－３１７４ 

ＦＡＸ ０５２－２６４－４７０２ 

mail－address （syoken＠nse.or.jp） 


